
 1

筑波大学教職員組合 

つくば連絡会ニュース 

２００３年９月１１日（木）Ｎｏ．１６ 

発行・編集責任者 松本栄次（地球） 

連絡先：内線５０１２（齋藤靜夫） 

E-mail ssaito@ims.tsukuba.ac.jp 

ホームページ http://fweb.midi.co.jp/~wout/ 

 

☆国立大学・高専が法人化されれば・・・Q＆A☆ 

全国大学高専教職員組合（全大教）のパンフから転載 

 

Q5 労使協定とはどんなものですか。 
 

 労使協定とは、労働基準法で定められているもので、各事業場ごとに使用者と、労働者の過

半数で組織する労働組合（ないときは労働者の過半数を代表する者）との間で、書面にて締結

する協定のことです。（表２参照） 

 例えば、使用者が職員に時間外労働を命ずる場合、労働基準法第３６条に基づいて１週あた

り何時間、１月あたり何時間、１年間を通して何時間という時間外労働協定というものを結ば

なければいけません。 

 

 

 
 

ご質問はいつでも、齋藤（内線５０１２、E-mail: ssaito@ims.tsukuba.ac.jp） 

または E-mail：wout@fweb.midi.co.jp へどうぞ。必要であれば当局担当者にも確認の上、お応えいたします。 

超過勤務は労使の

合意が必要なのね 
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表【１】就業規則と労働協約のちがい 

 就業規則 労働協約 

作成者 法人の長 労働組合と法人（の代表者） 

作成義務 必ず作成。特に、労働時間、給与、労

働関係の終了については必ず記載。 

労働協約を作成（締結）するかどうかは当事者の

任意。 

作成手続 法人の長が作成、過半数組合・過半数

労働者代表の意見を聴取した上で労

働基準監督署に届出。 

団体交渉によって合意された事項を文書化、両当

事者代表者が署名。 

過半数要件 ①組合が教職員の過半数を組織して

いる。②「組合員＋委任状」で過半数

に達しないときは、「過半数を代表す

る者」をきめる。 

労働協約を締結するには、組合が教職員の過半数

を組織しているという要件はない。 

有効期間 定める必要はない。 有効期間は３年以内（更新可）。 

表【２】労使協定・過半数代表制の概要（出典：盛誠吾・一橋法学１巻２号３７１頁） 

（１）※過半数代表者の資格・選出方法（労基則６条の２） 

①労働基準法４１条２号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと 

②法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手続

きにより選出された者であること。 

（２）権限 

(a)書面による協定（労使協定）の締結 

・貯蓄金に関する協定（労基１８Ⅱ） 

・賃金控除に関する協定（労基２４但） 

・１か月単位変形労働時間制協定（労基３２の２） 

・フレックスタイム制協定（労基３２の３） 

・１年単位変形労働時間制協定（労基３２の４） 

・１週間単位変形労働時間制協定（労基３２の５） 

・一斉休憩付与原則適用除外協定（労基３４Ⅱ但） 

・時間外・休日労働協定（労基３６Ⅰ）：３６協定 � 

� 

・事業場外労働みなし時間協定（労基３８の２Ⅱ） 

・専門業務型裁量労働制協定（労基３８の３） 

・計画年休協定（労基３９Ⅴ） 

・年休手当の支払方法に関する協定（労基３９Ⅵ） 

・その他：賃金確保法施行規則４条・５条、育児介

護法６条・１２条、勤労者財産形成促進法６条の

２・７条の８、雇用保険法施行規則１０２条の３・

１０４条など 

(b)労使委員会委員の推薦 

・安全委員会（労安衛１７Ⅳ）、衛生委員会（同１８Ⅳ）、安全衛生委員会（同１９Ⅳ）、時短推進委員会（時

短促進法７）など 

(c)労使委員会委員の指名 

・企画業務型裁量労働制に係る労使委員会委員（労基３８の４） 

(d)意見聴取 

・就業規則の作成・変更（労基９０） 

・その他：労働安全衛生法７８条２項、雇用保険法施行規則１２５条・１２５条の４、 

高齢者雇用安定法施行規則６条の４・６条の６、会社更生法１９５条、 

民事再生法４２条３項・１２６条３項、１６８条・１７４条３項・２１７条６項など 

(e)通知 

・民事再生法１１５条３項・１７４条５項・２１１条２項・２１２条３項・２１７条６項など 

 


